第180通常国会の会期末を迎えるにあたって

―公務員制度改革の経過に係る見解―

　政権交代という千載一遇の機会において、自律的労使関係制度を確立する措置として2011年6月3日に閣議決定・国会に提出された国家公務員制度改革関連4法案（以下、「関連4法案」という。）の取扱いは、ネジレ国会を背景とした政治情勢の混迷化のもと、第180通常国会期が、成否を決する極めて重要な機会であった。

　そして、79日間の会期延長を含め延べ229日間に及んだ第180通常国会は、明日9月8日に会期末を迎える。今国会は、政権争奪と党内抗争に明け暮れた政局に終始した結果、政府提出法案の成立率が6割台にとどまるなど、「決められない」政治を象徴するものとなり、政権与党としての民主党の国会運営に厳しい批判が行われている。

確かに、未だ成熟したとはいい難い与党としての国会運営や、野田総理が自らの政治生命をかけるとした「社会保障と税の一体改革」が2012年度予算成立後の国会を専有することとなり、最優先で対応すべき雇用回復、大震災からの復旧・復興等、国民生活に係る喫緊の課題への対応が決して十全ではなかったこと等を指摘せざるを得ない。

　しかし、衆議院における再議決によって重要法案を成立させるために必要な議員数を確保していない民主党の国会運営は、過去に例のない難渋を極めたことも事実である。とくに、①4月20日の二閣僚に対する問責決議の可決以降、自民党の審議拒否により、衆議院の社会保障と税の一体改革に関する特別委員会以外の常任及び特別委員会における審議停止が一ヵ月超も続いたこと、②さらに、最終盤の8月29日には、野党7会派提出の民主、自民、公明の3党合意による消費増税法成立を批判した野田総理に対する問責決議案が自民党の賛成により可決され、会期末を待たずに事実上空転することとなったこと等、これらの野党自民党の党利党略を優先した対応は、国会全体の運営に深刻かつ重大無比なる影響を及ぼしたものといえる。

閣議決定・国会提出から約1年が経過した6月1日、自民党欠席のまま開催された衆議院本会議において、関連4法案の趣旨説明と各党代表質問が行われた。だが、これ以降、「社会保障と税の一体改革」をめぐる与野党対立と国会混乱が続き、法案が付託された内閣委員会における審議は、8月29日に野田総理に対する問責決議案が可決され、野党側の政府提出法案に係る審議拒否という姿勢が明確化するまで待たざるを得ないこととなった。

　具体的には、8月31日に提案・趣旨説明、9月5日に与党単独での質疑が行われたが、民主党が、国会最終盤において解散総選挙が焦点化する情勢のもと、それまでの間に達成すべき重要法案としての位置付けについて、審議の促進を具体的に実践することで明確化したものといえる一方で、労働基本権の回復と自律的労使関係制度の確立を措置した関連4法案に反対する自民党等の姿勢を改めて明らかにしたものとなった。
　2011年6月2日に「地方公務員の労使関係制度に係る基本的な考え方」が公表されて以降、総務省における関係法案等の策定作業がまったく進展していない状況において、民主党公務員制度改革ＰＴは、主に役員会を中心として地方6団体と連合・公務労協の関係者における意見交換を進めた。具体的には、地方6団体及び連合・公務労協からのヒアリングという形式で議論が開始され、延べ6回に及ぶ会合が行われ、2012年5月11日には総務省が「地方公務員制度改革について（素案）」を提起した。しかし、法案策定に向けた最終的な検討内容として提起された素案に対して、全国知事会、全国市長会、全国町村会、全国消防長会等は、相次いで法案化に対する反対の姿勢等を明らかにした。

一方、8月1日に行われた第10回政府・連合トップ会談において、川端総務大臣は「引き続き、党とも連携しつつ、自治体の労使の関係者からの意見も伺いながら十分に検討を進め、法案提出に向け、できる限り早い時期に制度改革の内容の取りまとめを行ってまいりたい。」と述べた。さらに、8月6日、2013年度の連合の重点政策に関する協議において、川端総務大臣は「総務省としての取りまとめを終えている。最大限知恵を出して、前に動かす努力をしている。」との見解を明らかにした。

　そして、8月中旬以降、民主党及び官邸による総務省への関係法案閣議決定に係る強い働きかけが行われ、さらに8月28日の連合・民主党の定期協議を踏まえ、8月31日の閣議における政府の対応が最終の機会として焦点化することとなった。

　しかし、閣議における政府の対応は、慮外にも川端総務大臣が「地方三団体の理解が得られていないため、通常国会への法案提出断念し、次期臨時国会をめざす」という内容の発言にとどまるという論外の終局を迎えることとなった。

公務員の労働基本権回復を政権政策に掲げた民主党を中心とする政権が発足して約3年が経過したが、制約状況は未だ継続されている。しかし、関連4法案の国会提出と審議入りは、1948年に政令201号により争議権が全面禁止、国家公務員について労働三法の適用を除外、これ以降、公務員の労働基本権の制約状況が60年余にわたり継続されてきたもとで、政権交代の意義を明らかにした歴史的変化ではある。

しかし、第180通常国会において、なお関連4法案が成立に至らなかったことは、ネジレ国会における国会運営の困難さは承引しなければならないものの、「社会保障と税の一体改革」が専有することとなった国会運営と対応すべき法案の優先順位に問題があったものといわざるを得ず、連合とともに臨時特例法案との一体的決着を前提としてきた立場から遺憾至極である。

　また、第180通常国会において地方公務員制度改革関係法案の国会提出が果たされなかったことは、幹事長室・国会対策委員会・公務員制度改革ＰＴ等民主党の対応及び連合からの再三の要請に対し、地域主権改革等をめぐる様々な軋轢があるものの、論理的根拠のない実態無視の反対のための反対論を繰り返した地方三団体の意向を優先したものと評価せざるを得ず、政府・総務省の対応は言語道断であるとともに、信頼関係を蔑ろにした重大事である。

60年余に及ぶ労働基本権の制約の歴史を振り返るとき、政権交代という千載一遇のこの機会をここで放棄することはあり得ない。すでに解散総選挙が焦点化したネジレ国会という極めて困難な政治情勢のもとでの関連4法案と、反対勢力である地方三団体の意向と不作為に平然として暗躍する総務省の対応を優先されている地方公務員制度改革関係法案をめぐる状況等、取り巻く環境は難渋を極めているが、民主党を中心とする政権が続く限り、課題の達成に向け死力を尽くさなければならない。

今後は、労働基本権の回復と民主的公務員制度改革を実現すべき最重要そして政権交代による政治的環境変化のもとにおける最終最後の機会を次期臨時国会期とし、ＩＬＯ勧告をみたした法制度措置の実現に向けた正念場の対応をはかる必要がある。

　　２０１２年９月７日

　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　公務公共サービス労働組合協議会
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